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【政府・文部科学省，経済界，政界の動き】

●第２１回地球温暖化対策推進本部の開催結果と低炭素社会づくり行動計画の閣議決定について
本日、内閣に置かれた地球温暖化対策推進本部が開催され、低炭素社会づくり行動計画と京都議定書目標達成計画の進捗状況が了承されました。また、その後の閣議において低炭素社会づくり行動計画が閣議決定されました。（経済産業省　2008/7/29）
http://www.meti.go.jp/press/20080729003/20080729003.html
　

●温室効果ガス削減の中期目標、斉藤環境相「２５％以上に」

　斉藤環境相は４日の記者会見で、２０２０～３０年ごろの日本の温室効果ガス削減の中期目標について１９９０年比で「少なくとも２５％以上でないといけない」との考えを明らかにした。国連の気候変動に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ）は将来の気温上昇を２度以内に抑えるには、先進国は２０年までに２５～４０％の削減が必要と指摘。

　ただ、産業界には「２５％は大きすぎる」との慎重論が強く、斉藤環境相は「企業にねばり強く説得を続ける」とした。（読売新聞　2008/8/4）
●温室効果ガス削減：途上国、経済力で分類　　　政府、国連交渉で提案へ
　京都議定書に定めのない１３年以降の温室効果ガス削減の枠組みづくりで、政府は途上国を経済力や温室効果ガス排出量などで分類し、削減行動を定める新区分を、２１日からガーナで始まる国連交渉で提案する。削減義務のない韓国やメキシコを先進国と扱う一方、中国やインドなどの新興国を他の途上国と分けることを念頭に置き、国別総量目標は課さないが具体的削減行動を取るよう求める。（毎日新聞　2008/8/15）

●ＣＯ２「地中」貯留の影響、環境省が鹿児島湾で調査へ

　火力発電所などから排出される二酸化炭素（ＣＯ２）を地中に閉じ込める「ＣＣＳ（炭素回収・貯留）」の安全管理技術を開発するため、環境省は１０月から鹿児島湾で基礎調査を始める。（読売新聞　2008/8/24）
●経産省：新エネルギーに１３００億円概算要求へ　今年度予算の１・５倍－－方針
　経済産業省は２５日、０９年度予算の概算要求に、太陽光発電の普及促進など新エネルギー関連で今年度予算比約１・５倍の約１３００億円を盛り込む方針を固めた。原油の高騰や地球温暖化対策として、従来型エネルギーからの転換が政府の重要課題になっている。（毎日新聞　2008/8/26）
●宇宙基本法施行 　　平和７人委は批判声明 

５月に成立した宇宙基本法が２７日施行された。同日、宇宙開発戦略本部(本部長・福田康夫首相)が発足、宇宙開発戦略本部副本部長の野田聖子・宇宙開発担当相が事務局に看板を掛けた。これまで日本の宇宙開発は、研究開発中心、組織でいえば文部科学省が主導する形で進められてきたが、今後、宇宙開発戦略本部がかじ取り役となる内閣主導の宇宙政策に軌道修正が図られることになる。宇宙基本法は、国民生活の向上や経済社会の発展さらには安全保障への寄与を目的とすることをうたっており、この方針転換に反対する世界平和アピール七人委員会は、宇宙開発戦略本部発足を機に、「『宇宙基本法の監視を』-国民に訴える」というアピールを発表した。（サイエンスポータル　2008/8/29）
http://scienceportal.jp/news/daily/0808/0808291.html
●「宇宙基本法の監視を」―国民に訴える

２００８年８月２６日　　世界平和アピール七人委員会
標記の資料を参照希望の方は、下記のサイトをご覧ください。

http://worldpeace7.jp/modules/pico/index.php?content_id=26
●「留学生３０万人計画」骨子　（文部科学省他　2008/7/29）
http://www.kantei.go.jp/jp/tyoukanpress/rireki/2008/07/29kossi.pdf
●平成２０年版　　厚生労働白書（平成２０年７月２２日閣議配布）　　厚生労働省
http://www.mhlw.go.jp/wp/hakusyo/kousei/08/index.html
●「イノベーションと知財政策に関する研究会」政策提言・報告書
イノベーション促進に向けた新知財政策 
－グローバル・インフラストラクチャーとしての知財システムの構築に向けて－
平成２０年８月８日　　特許庁
http://www.jpo.go.jp/torikumi/puresu/press_tizai_system_koutiku.htm
●医師不足対策事業、２６４億円概算要求へ　文科省

文部科学省は、医学教育を通じた医師不足対策事業として、計２６４億円を０９年度予算の概算要求に盛り込む方針を固めた。政府は「骨太の方針０８」で医学部の定員を過去最大程度まで増員する意向を示しており、これを受けた措置。新規事業として医師養成数の増加に伴う教育環境の整備に７０億円、産科・小児科の人材養成を促す事業に８９億円を要求する。（朝日新聞　2008/8/27）

●各府省、予算概算要求を提出

　各府省は８月２９日、財務省に平成２１年度予算概算要求を提出した。科学技術関係予算は、対前年度比１４・３％（５１１０億円）増の４兆８１８億円を要求・要望。一般会計は３兆４５３５億円で、うち科学技術振興費は対前年度比２１・６％（２９３８億円）増の１兆６５６５億円となった。

　主な府省の要求は以下のとおり。

文部科学省：研究開発力強化法や革新的技術創造戦略に基づいて、１３・４％（３１０１億円）増の２兆６２８３億円を要求。競争的資金については、科学研究費補助金を２１７２億円（２４０億円増）要求し、挑戦的研究の強化や新領域の開拓による革新的学術を創或。科学技術振興調整費では、世界レベルの革新的技術競争に即応し、迅迎かつ機動的な研究開発投資を行う新たな仕組みとして革新的技術推進費１４０億円を新規計上。戦賂的創造研究推進事業を５５０億円（６２億円増）に充実するなど、競争的資金全体で４４８２億６５００万円を計上（６９４億４６００万円増）している。若手研究者・女性研究者・外国人研究者を支援するため、１１９億円増の９７９億円を要求。
経済産業省：１８・８％（９６６億円）増の６０９３億円を要求。

厚生労働省：２８％（３７６億円）増の１７４０億円を要求。うち厚生労働科学研究費補助金は３１％増の５５９億円を要求。

農林水産省：２１・１％（２７７億１７００万円）増の１５９３億２００万円を要求。

国土交通省：１６・９％（３３億円）増の９１８億６３００万円を要求。

環境省：２３％（７５億円）増の４０６億円を要求。競争的研究資金を充実させる。

外務省：１９・３％（２３億円）増の１４２億４０００万円を要求。科学技術外交を積極的に進める。

日本学術会議：２４００万円増の１３億３６００万円を要求。学術の長期展望及び学部教育の保証の審議経費などを新たに計上した。　（科学新聞　2008/9/5付）

●大学院生の５人に１人は社会人

大学院生の５人に１人が社会人－。文部科学省が７日に発表した学校基本調査（速報値）で、大学院生のうち社会人（退職者、主婦含む）が占める割合が２０・４％（前年度比０・９ポイント増）で過去最高になったことが分かった。また、学部・大学院全体で女子が初めて４割を超え、４０・２％（同０・４ポイント増）となった。（産経新聞　2008/8/7）

●２００８年８月１１日 ポストドクター数５・８％増 

恒常的ポストにつけず一定期間採用の形で研究活動を続けるポストドクターの数が、２００６年度に前年の５・８％増えたことが科学技術政策研究所の調査で明らかになった。
調査は、企業を含む１，２１１機関を対象に実施、１，０４１機関から回答を得た。回収率は８６・０％。２００６年度のポストドクターの延べ人数は１６，３９４人で、２００４年から３年連続で増加している。このうち１５％は、２００５年度に博士課程を修了した新規博士課程修了者だった。（サイエンスポータル　2008/8/11）
http://scienceportal.jp/news/daily/0808/0808111.html
●大学・公的研究機関等におけるポストドクター等の雇用状況調査 
  ― ２００６年度実績 ―　　平成２０年８月　文部科学省　科学技術政策研究所
http://www.nistep.go.jp/achiev/ftx/jpn/mat156j/idx156j.html
●「平成１９年度大学発ベンチャーに関する基礎調査」について

経済産業省では、「平成１９年度大学発ベンチャーに関する基礎調査」を行い、今般、結果を取りまとめましたので公表します。（経済産業省　2008/8/18）

http://www.meti.go.jp/press/20080818001/20080818001.html
●「グローバルＣＯＥプログラム」平成２０年度補助金交付決定について

１．事業の概要
　「グローバルＣＯＥプログラム」は、平成１７年９月の中央教育審議会答申「新時代の大学院教育―国際的に魅力ある大学院教育の構築に向けて―」や平成１８年３月に閣議決定された「科学技術基本計画」等を踏まえ、我が国の大学院の教育研究機能を一層充実・強化し、世界最高水準の研究基盤の下で世界をリードする創造的な人材育成を図るため、国際的に卓越した教育研究拠点の形成を重点的に支援し、もって、国際競争力のある大学づくりを推進することを目的としています。

２．平成２０年度補助金の概要

　平成２０年度に採択された６８拠点（３２大学：うち３大学は連携大学）に対し、各大学からの申請を踏まえ、総額約１７９億６，５４８万円（１拠点あたりの平均配分額：２億６，４２０万円）の交付を決定しました。なお、グローバルＣＯＥプログラム委員会の審査において、特に高い評価を受けて採択された１１拠点（９大学）については、重点配分を行っています。（文部科学省　2008/8/28）

http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/20/08/08082205.htm
●教員採用「透明に」　教育再生懇が緊急アピール
政府の教育再生懇談会（座長・安西祐一郎慶応義塾長）は２８日、大分県の教員採用をめぐる汚職事件を受け、教員採用の透明化などを求める緊急アピールを出すことを決めた。
　懇談会では、「ゆとり教育」の転換を目指し、国語、理科、英語の教科書のページを倍増させる方針を決めたほか、子どもに携帯電話を持たせないキャンペーンを展開することも決めた。（朝日新聞　2008/7/28）

●「現下の経済情勢を打開するための緊急提言」

　２００８年７月３０日　（社）日本経済団体連合会

原油・原材料など資源価格の高騰、米国を中心とする世界経済の減速などにより、わが国経済は停滞の度合いを強め、国民の間には閉塞感が漂っている。こうした状況を早急に打開するとともに、成長戦略につなげていくことが今求められている。

それとともに、安心で持続可能な社会保障制度を再構築し、活力ある経済社会を実現するためには、消費税の引き上げを含む税・財政・社会保障制度の一体改革の断行が不可欠である。政治の強いリーダーシップにより、下記の諸施策の早急な実施を求める。

記　　１．原子力の活用促進（設備利用率の向上） 　２．中小物流・農林水産業者の燃料費高騰に対する緊急避難的な補助。高速道路料金の引き下げ 　３．資源価格の投機的高騰の抑制 　４．世界最先端の電子行政・電子社会の構築 　５．魅力ある農業経営のための基盤強化 　６．子育て世帯を中心とする所得税減税 　７．住宅取得促進減税 

８．省エネ・環境対応製品の普及のための税制措置 　９．ＥＰＡ・ＦＴＡ締結交渉の加速、ＷＴＯ交渉の最終合意に向けての一層の努力 　　　　　　　　　　　　以上

http://www.keidanren.or.jp/japanese/policy/2008/056.html
●司法修習生：司法試験合格増で就職難　未定２５％－－弁護士会調査
　日本弁護士連合会が年内に修習を終える司法修習生に実施したアンケートで、弁護士登録を目指しながら就職先が決まっていない修習生が２５％に上り、前年同期のほぼ倍になっていることが分かった。司法試験合格者増に伴う弁護士の就職難を示す結果だ。

　司法試験合格者数を巡っては、政府が１０年に年間３０００人に増やす方針を示し、法曹人口は現在の約２万９０００人から、１８年には５万人に達すると見込まれている。しかし、日弁連は今月１８日、増員のペースダウンを求める緊急提言を採択。日弁連は「急増する志望者を吸収する法律事務所の増加には時間の猶予が必要。このままでは実務を通じた育成が難しく、質の低下が懸念される」と主張している。（毎日新聞　2008/7/31）

●「科学技術系専門職における男女共同参画実態の大規模調査」
　平成２０年７月　男女共同参画学協会連絡会
http://annex.jsap.or.jp/renrakukai/2007enquete/h19enquete_report.pdf
●科学技術振興調整費による「女性研究者支援モデル育成」事業の推進と拡充，出産・子育て等支援制度の拡充，並びに任期付職の育児支援等に必要な施策の実現に関する要望
　平成２０年７月　男女共同参画学協会連絡会

http://annex.jsap.or.jp/renrakukai/request/200807/renrakukai_youbou_and_shiryou_080731.pdf
●「情報五輪」でもメダル　　日本の高校生４人が金銀銅
エジプトで開かれた国際情報オリンピックで２１日、日本代表の４人が金１、銀１、銅２の４個のメダルを獲得した。高校生らが高度なコンピュータープログラム作りの能力を競う大会で、７３の国・地域から２８３人が参加した。（朝日新聞　2008/8/23）
●０９年度予算：概算要求　　各省庁、推進枠巡り争奪戦　　事業見直しは進まず
　０９年度一般会計予算概算要求が２８日、ほぼ出そろい、年末までの予算編成作業が本格化する。焦点は、予算の重点配分のために新設された「重要課題推進枠」（３３００億円）をめぐる各省庁の争奪戦。一方、既存の事業を見直し、推進枠の財源を工面する「政策の棚卸し」は進んでおらず、政府が掲げる「メリハリのある予算編成」への道のりは険しい。（毎日新聞　2008/8/29）

●「さきがけ」で女性研究者の採択率が大幅にアップ
戦略的創造研究推進事業「さきがけ」における平成２０年度第２期新規採択研究者および研究課題が決定しました。今年度は第１期、第２期と合わせて、新たに１３０名の研究者が「さきがけ」で研究をスタートすることになりましたが、そのうち２１名が女性で、採択者全体の１６・２％を占めます。これは前年度の１１・４％を大きく上回っています。

「さきがけ」では、今後も女性研究者の皆さんからの積極的な応募をお待ちしています。（科学技術振興機構　2008/8/29）
http://www.jst.go.jp/report/2008/080829.html
【日本学術会議の動き】

●提言「学術分野における男女共同参画促進のために」　（日本学術会議　2008/7/24）
http://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/pdf/kohyo-20-t60-8.pdf
●提言「我が国の未来を創る基礎研究の支援充実を目指して」　（日本学術会議　2008/8/1）
http://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/pdf/kohyo-20-t60-3.pdf
　
【大学・研究機関，学協会等の動き】

●私大の４７％定員割れ　２６６校に達する　半数未満は２９校に
今春の入学者数が定員を下回る「定員割れ」となった私立４年制大学が全体の４７・１％の２６６校に達したことが３０日、日本私立学校振興・共済事業団の調査で分かった。前年度より４４校（７・４ポイント）増え、過去最悪の数字を大幅に更新した。定員の半分を下回る危機的な学校は１２校増の２９校に上っており、地方の小規模大学を中心に、経営難が深刻化している状況が浮き彫りになった。（産経新聞　2008/7/30）

●交付金削減に反対　北東北国立３大学会議声明
岩手大、弘前大、秋田大で構成する北東北国立３大学連携推進会議は３１日、閣議決定された２００９年度予算における国立大運営費交付金の３％削減に反対する声明を発表した。

　声明は、教育・研究関連経費への影響や人材育成機能の低下、地域の「知的創造サイクル」の崩壊などを訴え、大幅削減に反対している。

　国立大学協会（会長・小宮山宏東京大学長）も同様の声明を出した。（岩手日報　2008/8/1）
http://www.iwate-np.co.jp/cgi-bin/topnews.cgi?20080801_5
●国立大、人件費６０６億円圧縮＝「追加削減すれば支障」－文科省

　国立大学法人と大学共同利用機関法人の計９０法人が２００７年度に支払った人件費の合計は、０５年度予算額より６０６億円（６・０％）少ない９３６２億円だったことが３日、文部科学省のまとめで分かった。行政改革推進法は１０年度までの５年間で５％以上の削減を定めているが、これを上回るペースとなった。
　国立大をめぐっては、政府は人件費などに充てる運営費交付金を毎年度１％ずつ減らしており、来年度には削減幅を３％まで拡大する方針。文科省は「各大学は既にぎりぎりの努力をしており、削減幅を拡大すれば教育研究に支障が出る」（高等教育局）として、予算確保に巻き返しを図る。（時事通信　2008/08/03）

http://www.jiji.com/jc/zc?k=200808/2008080300073
●埼玉大、学内に保育施設　運営ＮＰＯ設立へ

　埼玉大学は２００９年４月、学内に保育施設を設ける。職員宿舎として使っていた建物を改装・増築し、新設する特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）が運営する予定。子育ての環境を整え、教職員や学生が働いたり、学びやすくする。周辺住民にも利用できるようにして、地域貢献にもつなげたい考えだ。 （日本経済新聞　2008/8/4）
●「大学全入」遠のく、進学率予想以上の伸び　０８年調査

０８年４月の大学・短大の志願者数が７４万４千人に対し、入学者が６８万４千人だったことが文部科学省の学校基本調査で分かった。志願者数と入学者数が同じになる「全入時代」が０７年春にも到来すると試算されていたが、文科省は「近い将来に、志願者数と入学者数が同じになる見込みではない」としている。 
　一方、入学者が定員を割った私大はこの春、全体の４７％になり、人気が集まる大学とそうでない大学の二極化は進んでいる。 （朝日新聞　2008/8/8）

●文科省、大学の連携５４組に財政支援　共同研究後押し

　文部科学省は１９日、５４組の大学間連携案件に対して財政支援することを決めた。今年度から始める「戦略的大学連携支援事業」で、共同研究などを後押しして研究水準の向上を図るとともに、大学の運営基盤の強化も促すのが狙い。慶応大と一橋大、山梨大と早稲田大などの提携が選定された。

　文科省の事業はこうした提携案件に対し、審査のうえで数千万―１億円程度の補助金を出す。初年度となる今回は９４件の申請があった。（日本経済新聞　2008/8/19）
●「日経ビジネス」８月１８日号特集「さらば工学部　６・３・３・４年制を突き破れ」
「日経ビジネス」が「さらば工学部　６・３・３・４年制を突き破れ」を特集し、NBonlineの「日経ビジネスレポート」で連動インタビューシリーズ「さらば工学部」を掲載している。

「「工学離れ」に早く手を打たなければならない。

　日本では、大学入学試験における工学部への志願者は、ピークの１９９２年度に延べ人数で６２万人に達したが、その後急速に減少し、２００７年度は６割減の２７万人に落ちた。企業の人員削減の悪影響があるとされる。１９９０年代の不況の中で、大学の教育現場は荒廃。学生が集まらない旧来の学科の多くが消滅して、カタカナと漢字交じりの新しい学科へと再編された。

　若者がモノ作りの現場に入ってこず、教育現場も力を削がれている。日本の製造業の担い手不足は、日本メーカーの国際競争力の減退に直結する問題と言える。」

シリーズ（１）の 下記のサイトから御覧下さい。
http://business.nikkeibp.co.jp/article/manage/20080811/167777/ 
【定期刊行物の特集等】

◎日本学術会議（日本学術協力財団発行）『学術の動向』

2008年８月号　特集　：生殖補助医療のいま─社会的合意を求めて─

http://www.h4.dion.ne.jp/~jssf/text/doukousp/backnumber.html

◎(株)ぎょうせい発行『文部科学時報』

2008年８月号　第１特集：北京オリンピック、始まる
第２特集：新たな時代の学校保健、学校安全、学校給食
http://www.gyosei.co.jp/home/magazine/monka/monka_08080.html

◎科学技術動向研究センター発行『科学技術動向』

2008年８月号　レポート１　言葉の壁を越える音声翻訳技術

レポート２　月・惑星探査における我が国の宇宙開発能力

http://www.nistep.go.jp/achiev/ftx/jpn/stfc/stfc_all-j.html
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◎日経サイエンス

2008年10月号　自己組織化する量子宇宙
2008年９月号　南硫黄島探検記　他
2008年８月号　系外惑星が語る惑星系の起源　他
http://www.nikkei-science.com/

　
◎科学

2008年９月号　特集：知財をめぐる期待と誤解　　──大学から企業，そして社会へ

2008年８月号　特集：生と死の脳科学　　─意識・倫理・エンハンスメント─

http://www.iwanami.co.jp/kagaku/

	「ＪＳＡ学術情報ニュース」は、日本科学者会議学術体制部が入手し得た情報を編集して掲載します。原則として情報の要点のみを掲載し、編集者の論評等は加えません。

なお、それぞれの記事には出典を明示しますので、詳細な情報はそちらでご覧ください。

過去のニュースは日本科学者会議ホームページ(http://www.jsa.gr.jp/)に掲載しています。


　（本号は、主に2008年8月の情報を扱っています。）
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